（様式第１号）
令和　　年　　月　　日

（宛先）京都市教育長

参 加 表 明 書

提出者
所   在   地：
名　　　　称：
代表者氏名：
業務責任者：
電話番号：
ＦＡＸ番号：
Ｅ－ｍａｉｌ：


　下記事業の公募型プロポーザルについて、参加を表明します。
なお、この参加表明書及び添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

記

事業名称： 京都市立学校の外壁等劣化状況調査業務











（様式第２号）
企 業 状 況 表

	住　　　　所
	

	商号又は名称
	

	代　表　者　名
	

	京都市競争入札参加資格の種類
	

	本店又は主たる事務所の所在地
	

	１　京都市内及び京都府内（京都市を含まない）の営業所
	京都市内：

	
	京都府内：

	２　中小企業である場合の該当項目
	□　中小企業基本法第２条第１項　　　号
□　その他政令等（　　　　　　　　　　　）
□　京都市入札参加資格者名簿の企業区分

	３　ISO14001やKES等の環境マネジメントシステムの認証を取得している
	

	４ 公募資格申請書に虚偽の記載をし、又は重要な事実について記載をしなかった者でないこと。
	

	５ 京都市競争入札参加停止取扱要綱に基づく参加停止措置を受けていないこと。
	


（注）
１「本店又は主たる事務所の所在地」には、本市の区域内に本店又は事務所を有しない場合は「なし」と記載すること。
２「京都市内及び京都府内（京都市を含まない）の営業所」には、京都市内及び京都府内（京都市を含まない）に有する代表的な営業所をそれぞれ記載すること。営業所を有しない場合は「なし」と記載すること。
３「中小企業である場合の該当項目」には、該当する場合その項目をチェック又は黒塗りすること。「中小企業基本法第２条第１項各号のいずれかに該当するもの」の場合は、その号数を記載すること。「中小企業基本法を除くその他政令等に基づく中小企業に該当するもの」の場合は、その政令等を記載すること。
４、５については、「該当」又は「非該当」を記入すること。

（様式第３号）
業務実績一覧表
（名称：　　　　　　　　　　　　　　　　）
	事業名
	発注者名
	契約金額
（千円）
	契約日
	契約期間
	技術概要（概要を記入）
※全面的な外壁調査に係り、赤外線装置やドローン機器の利用、ロープアクセス技術やロープゴンドラの利用など、無足場条件化での技術実績を記入。

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



※＜参加資格（再掲）＞
[bookmark: _Hlk169692575]⑷	令和３年度以降において、国又は地方公共団体が発注した１件100万円以上の公共施設の外壁又は外壁・屋上防水の点検・調査業務を実施していること（ただし、下請け契約は除く）【最大５件】

